
Ⅰ－４種地

人口密度
27年（27.10.1） 1,945人/k㎡ 第１次 第２次 第３次
22年（22.10.1） 2,008人/k㎡ 27

増加率 -3.1% 年

国

72,800 調

29,304 22

年

73,277 国

29,224 調

令和（元）年度 指数等

千円 14,773,785千円

31,792,445 12,158,010千円 中部

19,093,058千円 市町村圏

19,093,058千円 財源超過

都市整備

14.5%

設立 有

ア

2,421,605 実質赤字比率 -

連結実質赤字比率 -

720,235 実質公債費比率

（３ヵ年平均）

将来負担比率 -

-

改定実施

年月日

千円 H15.4.1

(95,542) H15.4.1

130,393 H15.4.1

- H15.4.1

- H15.4.1

13,694 H15.4.1

-

144,087

法適用 普通会計からの 職員数 国保会計 老人保健会計 介護保険会計

の有無 繰入額（千円） （人） 64,890千円 0千円 200,558千円

有 147,490 12 434,098千円 0千円 831,924千円

有 1,760,349 16 8,369世帯

有 1,379,362 381 13,839人

無 434,098 10 174,296円

無 － 105,404円

無 － 429,497円

無 831,924 24

無 211,857 0 ラスパイレス指数

（注）（　）は調査年度、［　］は調査前年度、《　》は調査次年度を記入すること。

公
営
事
業
の
状
況

事業名

97.4

介護保険 200,558

後期高齢者医療 2,283

１世帯当り保険税調定額

被保険者1人当り保険税調定額

下水道事業 178,873

被保険者１人当り費用

△772,412

加入世帯数

国民健康保険 64,890

被保険者数

老人保健事業

病院事業

交通災害共済

収支額 区分

（千円） 収支額

上水道事業 156,539 普通会計からの繰入額

臨時職員 - - （２０）人

合計 455 316,675

うち消防職 - - 議会副議長 503,000

教育公務員 40 342,350 議会議員 448,000

一般職員 415 314,200 教育長 715,000

うち技能労務職 - - 議会議長 543,000

（報酬）月額（円）

人 円 市町村長 1,003,000

（一般行政職） (292) (327,200) 副市長 822,000

一般職員等 特別職等

区分
職員数Ａ

総給料月額Ｂ
１人当り支給

区分
１人当たり平均給料

（2.4.1現在） 月額Ｂ/Ａ

可処分資産額

土地開発基金

342,003千円
後期高齢者

10 実質単年度収支F＋G＋H－I J 951,067 1,203,002 収益事業収入額 -

９ 積立金取り崩し額（財調） I 0 0 債務負担行為額

積立金現在高
7,995,283千円

し尿
（財調減債特定） ごみ

地方債現在高 9,114,649千円
火葬場

常備消防

８

繰上償還金（転貸債、公共用
地先行取得債、ＮＴＴ債、公
共債を除き任意に行ったも
の）

H 0 0

積立金（財調） G 230,832 865,444
事務の共同処理状況

昭和48年4月1日

６ 単年度収支 F
イ-ア 損失補償額

337,558
2.6%

5,000,000千円

７

土地開発公社

公債費比率

５ 実質収支C-D E
イ 起債制限比率 設立年月日

2,759,163 健
全
化
比
率

1.21
（A-B=A'-B'） （３ヵ年平均）

４ 翌年度へ繰り越すべき財源 D 169,557 163,296
実質収支比率

３
歳入歳出差引額

C 2,591,162 2,922,459
財政力指数

基準財政収入額

２ 歳出総額 B 29,201,283 38,418,006
標準税収入額

標準財政規模

区分 令和（２）年度 区分 指定団体等の状況

1 歳入総額 A
千円 基準財政需要額

41,340,465

18,698人
令和(2)年1月1日 市町村

制施行
年月日

人 昭和23年4月5日
4.3% 47.1% 48.6%

世帯

令和(3)年1月1日 S40.10.1
以降の

合併状況
-

4.1% 47.8% 48.1%
人

世帯
1,671人 18,124人

1,577人 18,303人 18,408人
調 -0.9% 0.0% 2.4%

国 71,346人 36.68k㎡ 63,766人 区分

72,018人 35.86k㎡ 62,286人

就
業
人
口

住
民
基
本
台
帳

Ⅱ－２

決算状況 所在地 愛知県碧南市松本町２８番地 （２）年度交付税種地区分

区分 人口 面積 人口集中地区人口 産業構造

令和（２）年度
市町村名 碧南市 コード番号 232092 市町村類型



Ｋの 経常収

構成比 支比率

％ ％ 千円 ％ 千円 ％

43.6 86.9 4,584,434 11.9 4,239,282 21.0

0.6 1.2 2,554,883 6.7 2,276,651 11.7

0.0 0.1 6,058,427 15.8 2,210,071 11.0

0.2 0.4 1,085,210 2.8 1,085,210 5.6

0.2 0.4 1,048,321 2.7 1,048,321 5.4

3.9 8.3 36,889 0.1 36,889 0.2

- - 11,728,071 30.5 7,534,563 37.6

- - 6,180,593 16.1 5,573,136 17.1

- - 365,658 1.0 314,117 1.5

0.1 0.2 13,965,823 36.4 6,234,556 27.4

0.6 1.2 989,864 2.6 858,258 -

0.3 0.6 664,835 1.7 484,835 -

- - 2,049,972 5.3 1,744,135 8.1

- -

0.1 -

49.5 99.2 0 - 0

0.0 0.1 2,473,190 6.4 864,173

0.2 - 190,450 0.5 183,805

0.6 0.3 2,473,190 6.4 864,173

0.2 0.2 内 927,186 2.4 106,430

27.3 - 1,361,344 3.5 729,233 (91.6%)

- - 0 - 0

4.1 - 184,660 0.5 28,510

0.4 0.1 訳 0 - 0 減収

7.1 - 0 - 0 臨時

0.3 - 38,418,006 100.0 23,607,773

6.3 -

1.9 0.1 7,336,848

1.9 - 484,757

100.0 100.0 167,581

対前年度

増減率 ×100／75

％ ％ ％

100.0 6.4 議会費 260,539 0.7

27.8 1.4 総務費 12,847,818 33.4

10.6 △ 19.2 民生費 9,772,748 25.4

51.4 3.4 衛生費 3,970,912 10.3

1.1 7.6 労働費 73,505 0.2

2.5 21,550.4 農林水産業費 451,602 1.2

- 皆減 商工費 958,887 2.5

- - 土木費 4,384,365 11.4

- - 消防費 1,092,776 2.8

6.5 皆増 教育費 3,519,644 9.2

- 皆減 災害復旧費 0 -

- - 公債費 1,085,210 2.8

6.5 皆増 諸支出金 0 -

- 皆減 前年度繰上充用金 0 -

- -

100.0 △ 0.4 合計 38,418,006 100.0

均等割 3,500 （1号） （5号） ％ ％ ％

（２号） （6号） 41.9

（３号） （7号）

（４号） （8号） 68.9

（9号）
1.4/100 47.7

目的税

入湯税

内
訳

法人事業税交付金 237,378 237,378

地方交付税 0 0

特別交付税

積立金 0

内
訳

令和（２）年度 碧南市 類型 Ⅱ－２ 指定金融機関名 碧海信用金庫

歳入 性質別歳出

区分 決算額 構成比
経常一般

区分 決算額 構成比 一般財源
経常一般

財源Ｋ 財源

千円 千円 千円

地方税 18,040,013 16,869,729 人件費 4,076,185

地方譲与税 234,326 234,326 うち職員給 2,276,651

利子割交付金 12,487 12,487 扶助費 2,130,261

配当割交付金 73,118 73,118 公債費 1,085,210

株式等譲渡所得割交付金 68,958 68,958 元利償還金 1,048,321

地方消費税交付金 1,616,665 1,616,665 一時借入金利子 36,889

ゴルフ場利用税交付金 0 0 小計 7,291,656

特別地方消費税交付金 0 0 物件費 3,312,291

軽油取引税・自動車取得税交付金 0 0 維持補修費 283,522

自動車税環境性能割交付金 38,911 38,911 補助費等 5,317,288

地方特例交付金・特別交付金 107,417 107,417 投資・出資金・貸付金 0

繰出金 1,570,252

普通交付税 0 0

30,950 0

小計 20,460,223 19,258,989 前年度繰上充用金 経常経費充当一般財源

交通安全対策特別交付金 11,024 11,024 投資的経費 17,775,009千円

分担金・負担金 83,966 0 うち人件費 経常一般財源総額

使用料 263,173 53,391 普通建設事業費 19,410,632千円

手数料 101,294 43,231 補助 経常収支比率

国庫支出金 11,297,248 0 単独 91.6%

国有提供交付金 0 0 国直轄事業負担金 ()内は、減収補てん債特例分及び

臨時財政対策債を経常一般財源

から除いた経常収支比率県支出金 1,708,614 0 県営事業等負担金

財産収入 179,868 25,459 災害復旧事業費 0千円

寄附金 2,955,194 0 失業対策事業費 0千円

繰入金 129,258 0 合計 減収補てん債特例分及び臨時財

政対策債を加えた経常一般財源

総額繰越金 2,591,162 0 令和２年度大規模事業

諸収入 781,741 18,538 特別定額給付金給付事業 19,410,632千円

地方債 777,700 0 市営宮下住宅建替事業 歳入一般財源

合計 41,340,465 19,410,632 小中学校ＧＩＧＡスクール構想推進事業 26,530,232千円

市町村民税 目的別歳出

区分 決算額 構成比
基準税額 超過課税分

区分 決算額 構成比 一般財源
収入済額

千円 千円 千円 千円 千円

普通税 18,040,013 12,604,652 260,495

市町村民税
個人分 5,023,106 3,984,796 5,053,638

法人分 1,919,025 1,228,298 5,391,131

固定資産税 9,278,688 6,879,345 3,859,159

軽自動車税 199,232 150,210 32,977

市町村たばこ税 449,678 362,003 328,538

鉱産税 0 - 665,253

特別土地保有税 0 - 3,108,075

法定外普通税 0 - 1,073,444

1,170,284 - 2,749,853

0 0

事業所税 0 1,085,210

都市計画税 1,170,284 0

水利地益税 0 0

旧法による税 0

合計 18,040,013 12,604,652 23,607,773

適用税率の状況 区分 現年課税分 滞納繰越分 合計

市
町
村
民
税

個
人
分

市
町
村
民
税

法
人
分

均
等
割所

得
割

標準
税率
に対
する
比率
1.00

120,000円 400,000円

法人税割 9.7/100 3,000,000円

150,000円 1,750,000円

固定資産税

固定資産税 99.7 99.6

50,000円 160,000円

徴
収
率

合計 99.5 99.1

市町村民税 99.2 98.4

130,000円 410,000円


